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 Summary 

⚫ 人工知能（AI）の活用が世界的に進展するなか、人口動態（特に若年層の増加）やデジタル化の進展

を背景に、アフリカもAIの成長市場として注目され、複数セクターでユースケースが確認されてい

る。Tech Giantsによる投資も増加し、競争は地政学的側面も伴ってきている。 

⚫ AIを経済成長に取り込むべく、各国で戦略策定が進む一方で、利活用拡大に際しては、高品質なデー

タ、データセンターなどのインフラ、実装に際してのサポートの不足が課題となっている。 

⚫ これらの課題に対応するためには、分野横断的かつ段階的なアプローチが有効であり、AIの技術のみ

によらない事業機会が見込まれ、日本企業の強みを生かせる可能性がある。 

1．アフリカにおけるAIの概況 

1-1．AIへの期待とポテンシャル 

AIは、経済成長や社会課題解決のツールとして世界中で普及が進んでおり、これはアフリカも同様であ

る1。アフリカ開発銀行は、AIは農業、医療、金融、教育などさまざまな分野で効率化とイノベーション、

雇用促進を実現することが期待され、適切に運用されれば、2035年までに最大1兆ドルの経済効果をもたら

す可能性があるとしている2。同地域では、人口が2050年までに24億人に倍増することから3、巨大なデジタ

ル市場が形成されることになる。また、アフリカには約2,000のローカル言語があるとされるが、多くはデ

ジタル化・構造化されておらず、今後、AIの学習資源としての活用が期待されている4。Government AI 

Readiness Index5における域内の上位国は図表1のとおりで、現状は、世界のなかでは中位に位置している

が、以上を踏まえると、AIの利活用拡大に関し、潜在的な強みがあるといえる。 

 

 
1 Continental Artificial Intelligence Strategy | African Union（最終アクセス：2026年7月7日） 
2 Africa’s AI Productivity Gain - Pathways to Labour Efficiency, Economic Growth and Inclusive Transformation

（最終アクセス：2026年7月7日） 
3 World Population Prospects 2024 | Population Division（最終アクセス：2026年7月7日） 
4 Africa has thousands of languages. Can AI be trained on all of them? | CNN（最終アクセス：2026年7月7日） 
5 Government AI Readiness Index 2025 - Oxford Insights：各国のAI関連政策やインフラ整備状況を指数化したもので、

2025年版は195カ国が対象。（最終アクセス：2026年7月7日） 
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https://au.int/en/documents/20240809/continental-artificial-intelligence-strategy
https://www.afdb.org/en/documents/africas-ai-productivity-gain-pathways-labour-efficiency-economic-growth-and-inclusive-transformation
https://www.afdb.org/en/documents/africas-ai-productivity-gain-pathways-labour-efficiency-economic-growth-and-inclusive-transformation
https://www.un.org/development/desa/pd/world-population-prospects-2024
https://edition.cnn.com/world/africa/african-languages-ai-spc
https://oxfordinsights.com/ai-readiness/government-ai-readiness-index-2025/
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1-2．ビジネス動向 

アフリカのAI市場規模は、世界平均と同等の年20％強の成長を維持し、2025年の19億ドルから2032年に

は78億ドルを超えるとの推計もある6。現状は、文章やコンテンツを作る生成AIよりも、機械学習や予測分

析を行う予測AIの活用が中心で、複数分野でユースケースが確認されている（図表2）7。 

 
6 Artificial Intelligence - Africa | Statista Market Forecast（最終アクセス：2026年7月7日） 
7 AI for Africa: Use cases delivering impact | Mobile for Development（最終アクセス：2026年7月7日） 

https://www.statista.com/outlook/tmo/artificial-intelligence/africa?srsltid=AfmBOopb917ywIPxqnvVkNvk1e6ePTl_G6rDo7XrPvnLzAg98cRhnMiV#global-comparison
https://www.gsma.com/solutions-and-impact/connectivity-for-good/mobile-for-development/gsma_resources/ai-for-africa-use-cases-delivering-impact/
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上述のユースケースにおいては、現地のスタートアップ（SU）が中心的なアクターであり、SUエコシス

テムが発展している「BIG4」4カ国に集中する傾向がある8。これに加え、地域特有のアクターとして大手通

信事業者（MNO）が挙げられる。アフリカにおいては、インターネット接続は携帯電話経由が主流であり、

金融サービスもモバイルマネーが普及していることから、同地域のMNOは、通常はGAFAMや金融機関が有す

るような決済および通信データを有しており9、顧客行動分析や不正利用検知においてAIを活用している10。 

また近年は、GoogleやHuaweiなど米中のTech Giantsによる投資も増加している。内容は、インフラ整備

から人材育成と多岐にわたり、成長市場の取り込みが狙いとされる（図表3）。通信インフラを中心に存在

感を増す中国企業に関し、通信網が情報収集や監視の経路になり得るとして西側諸国から懸念が表明され

るなど、地政学的観点での競争も起こりつつある11。 

 
8 Africa AI Startup Landscape 2025 — TechCabal Insights（最終アクセス：2026年7月7日） 
9 Top 10 IT/ICT and Telecom Companies by Revenue in Africa in 2025（最終アクセス：2026年7月7日） 
10 Harnessing AI in Finance for Financial Inclusion in Africa: Africa Capital Markets Report 2025 | OECD（最終ア

クセス：2026年7月7日） 
11 Chinese Telecom Infrastructure in Africa Shapes Strategic Risks - 3GIMBALS（最終アクセス：2026年7月7日） 

https://insights.techcabal.com/africas-ai-builders-207-startups-and-one-continents-bet/
https://www.africanexponent.com/top-10-it-ict-and-telecom-companies-by-revenue-in-africa-in-2025/
https://www.oecd.org/en/publications/2025/11/africa-capital-markets-report-2025_a973e07d/full-report/harnessing-ai-in-finance-for-financial-inclusion-in-africa_a048b4fb.html?utm_source=chatgpt.com
https://3gimbals.com/insights/chinese-telecom-infrastructure-in-africa-shapes-new-strategic-risks-for-u-s-security/
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 バリューチェーンの観点では、以上のとおり、インフラやクラウド、モデルといった上流部分ほどTech 

Giantsをはじめとする域外の企業に依存しやすく、域内企業はBPOやデータ収集に偏る傾向があるといえる。

この結果、AI市場が成長する一方で、その利益は域外企業に流出していることが指摘されており12、2-1に

記載のとおり、各国での政策策定に際して、対応するべき課題として認識されている。 

 

 
12 AI_in_Africa | Africa Policy Research Institute（最終アクセス：2026年7月7日） 

https://afripoli.org/uploads/publications/AI_in_Africa.pdf
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2．AIに関する政策動向と課題 

2-1．政策動向 

AI市場の拡大を受け、アフリカ連合は2024年にContinental Artificial Intelligence Strategyを策定し

た。経済社会開発へのAI活用推進を掲げつつ、包摂性や国家主権を強調する内容となっており、各国でも

関連戦略の策定が進んでいる（図表4）。 

 

特に、外国企業への依存によるデータ流出と、それに伴うビジネス機会の逸失や安全保障へのリスクは

多くの国で問題視され、「Digital Public Infrastructure（DPI）」整備への関心が高まっている13。DPIと

は、デジタルID、デジタル決済、電子政府など公益に資するデータを官民で利用可能な共通基盤として整

備するもので、先行例としては、インド政府による、デジタルID「Aadhaar」などから構成される公共基盤

「India Stack」が挙げられる14。アフリカでも、例えば1-1で示したGovernment AI Readiness Indexの上位

国をはじめ、一部の先行国ではDPIの整備が進みつつあり（図表5）、各国でも順次整備が進むと考えられ

る15。 

 

 
13 DPI and AI are steering South Africa’s G20 Presidency agenda | World Economic Forum（最終アクセス：2026年7月

7日） 
14 What Is India Stack? Digital Public Infrastructure Explained（最終アクセス：2026年7月7日） 
15 From consumers to producers: Digital public infrastructure is key to Africa’s sovereignty（最終アクセス：2026

年7月7日） 

https://www.weforum.org/stories/2025/04/south-africa-g20-dpi-and-ai-steer-ambitious/
https://indiapolicyhub.in/2026/03/19/india-stack-digital-governance-india-dpi-explained/
https://www.theafricareport.com/412142/from-consumers-to-producers-digital-public-infrastructure-is-key-to-africas-sovereignty/
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これに関連し、アフリカが単一のAI市場として潜在力を発揮するためには、大陸内での越境データ移転

の推進が鍵となる。現状では移転規制がされていたり、国ごとに保護範囲が異なっていたりするなど、越

境データ移転には制約が伴うことが多いが、2022年には大陸内データの活用と流通を促すことを目的にAU 

Data Policy Frameworkが策定されている。現在は同フレームワークの実践に向け、Continental Open Data 

Strategy16をはじめ、データの分類や共有、越境流通に関する戦略策定が進んでおり17、各国の政策にも反

映されていく見込みである。 

 

2-2．課題 

AIの利活用拡大に際しては、主に3つの課題がある。まず1つ目は、高品質なデータの不足である。1-1の

とおり、アフリカには多くのローカル言語があるが、その大半はデジタル化・構造化されておらず、AIの

学習資源としての活用は限定的である18。2-1のとおり、データ共有や越境移転に関する政策枠組みの策定

は進展しつつあることから、今後は同枠組みを活用して流通するデータそのものの不足が市場拡大の制約

となる可能性がある。 

2つ目は、データセンター（DC）などのインフラの不足である。AIはDCの需要を押し上げるが、現状では

一定の電力供給があり、かつインターネットエクスチェンジ（IX）19に近接する国に集中している（図表6）

20。またアフリカでは、他の先進地域のように、建設段階からTech Giantsによるテナント契約が確定するな

ど、フル稼働のめどが立つケースが少なく、投資にはリスクが伴う21。この結果、同地域のDCの容量合計は

世界全体の1%未満にとどまっている22。 

 
16 域内のオープンデータの標準化・共有・利活用を通じて、単一デジタル市場の実現を推進することを目的とした戦略文書 
17 African Union Convenes Workshop to Validate Data Governance Frameworks - Ecofin Agency（最終アクセス：2026年7

月7日） 
18 AI and Africa: The unexplored frontier of innovation and inclusivity - T20 South Africa（最終アクセス：2026年

7月7日） 
19 ネットワークの安定性・高速化を支える拠点 
20 Africa’s Data Center Paradox: Rising Demand, Lagging Capacity – Hyperscalers（最終アクセス：2026年7月7日） 
21 Data centers in Africa: A playbook for growth | McKinsey（最終アクセス：2026年7月7日） 
22 DataCentresInAfrica2026（最終アクセス：2026年7月7日） 

https://www.ecofinagency.com/news/0312-51055-african-union-convenes-workshop-to-validate-data-governance-frameworks
https://t20southafrica.org/commentaries/ai-and-africa-the-unexplored-frontier-of-innovation-and-inclusivity/
https://thehyperscalers.com/news/africas-data-center-paradox-rising-demand-lagging-capacity/
https://www.mckinsey.com/industries/technology-media-and-telecommunications/our-insights/building-data-centers-for-africas-unique-market-dynamics
https://africadca.org/wp-content/uploads/2026/02/DataCentresInAfrica2026-EN.pdf
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3つ目は、AIの実装に際しての支援の不足である。アフリカにおけるAIの実装は、上述のような、データ

やインフラに関する課題を踏まえつつ進める必要があり、他地域に比べ複雑な傾向にある。国際協力機構

（JICA）は、アフリカのAI人材に関する需給ギャップを分析し、機械学習やデータサイエンスなどの技術

スキルのみならず、AIモデルを実用化する際に求められる課題解決能力や事業管理能力といった、ソフト

スキルにギャップがあることを指摘しており23、実装支援の不足が、AIの利活用拡大のネックになる可能性

が示唆されている。 

 

 
23 AI Talent Development in Africa｜JICA（最終アクセス：2026年7月7日） 

https://www.jica.go.jp/about/dx/publication/2025/ai_africa.html
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3.事業機会と日本企業への示唆 

3-1．事業機会 

2-2で示した、地域ならではの課題を踏まえたアプローチにより、事業機会が広がる可能性がある。まず

高品質なデータの不足に関しては、ローカル言語のデジタル化と、AI学習に適した形への構造化が必要だ

が、一企業による対応は困難である。ただし、図表7のとおり、一部の言語についてはAIへの対応が進んで

いることから、事業検討に際しては、対象地域におけるローカル言語への対応状況の確認や、関連するア

クターとの連携が必要となる。 
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次にDC整備に関しては、2-2で述べた地域の特色を踏まえ、マッキンゼーは、①先進国のような大規模DC

（50MW超）ではなく、中小規模から着手し、稼働状況に応じて段階的に拡張していくこと、②拡張時にも

安定した電力供給が可能なことを前提として施設設計をすることを提案している24。このようなアプローチ

においては、DC整備は、電力事業を起点とする事業といえ、DCの規模や関連する技術の水準、先行性によ

らない事業機会が期待できる。 

3点目のAIの実装支援に関し、データやインフラの課題に対応しつつ多様なニーズに応えるためには、要

件定義からBPOまでの各段階で、試行や調整が発生することが想定される。そのため、実装に際しては、各

段階の専門性だけでなく、一連の流れに一気通貫で対応可能な、顧客に伴走するようなパートナーが重要

になると考えられる（図表8）。 

 

以上を踏まえると、アフリカのAI市場における事業機会は、AI技術単体における優位性ではなく、電力、

通信、デジタルと分野横断的な事業形成のノウハウを有する総合商社や、伴走型のシステム統合の知見を

有するシステムインテグレーターが強みを発揮できる可能性があるといえる。 

3-2．日本企業への示唆 

アフリカのAIに関し、日本の民間企業による主な活動状況は図表9のとおりで、ベンチャーキャピタルを

通じた現地SUへの投資が中心となっている。これに加え、第9回アフリカ開発会議（TICAD9、2025年8月）

以降、スタートアップ企業を中心に、アフリカ諸国との宇宙ビジネス推進や、衛星データ活用促進に関す

る協業・覚書締結が見られた25。投資・協業の狙いとしては 有望市場の開拓や現地の社会課題解決が共通

しているが、3-1で示した、DC整備やAIの実装支援においてもさらなる事業検討の余地があるといえる。 

 
24 Data centers in Africa: A playbook for growth | McKinsey（最終アクセス：2026年7月7日） 
25 クロスユー、アークエッジ・スペース、Solafune、アクセルスペースなど。詳細は第9回アフリカ開発会議（TICAD 9）が

開催されました （METI/経済産業省）（最終アクセス：2026年7月7日）のとおり 

https://www.mckinsey.com/industries/technology-media-and-telecommunications/our-insights/building-data-centers-for-africas-unique-market-dynamics
https://www.meti.go.jp/press/2025/08/20250822001/20250822001.html
https://www.meti.go.jp/press/2025/08/20250822001/20250822001.html
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これに関し、日本政府は、TICAD9において、東京大学松尾豊研究室との連携により、3年間で3万人のAI

人材を育成することを発表している26。また2026年5月には、行政機関でAIを安全に利用するためのシステ

ムを新興国や途上国に提供する方針を固めたことが報道されており27、今後、アフリカを含む海外での事業

展開のなかで、官民連携の余地も増えることが見込まれ、その観点でも事業機会が広がることが期待され

る。 

  

 
26ＴＩＣＡＤ９：開会式 石破茂総理大臣スピーチ｜外務省（最終アクセス：2026年7月7日） 
27 日本の「安全なＡＩ」、新興国や途上国に…デジタル庁が行政用独自システムを開発 : 読売新聞（最終アクセス：2026年

7月7日） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100891528.pdf
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20260504-GYT1T00015/
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